
TAX NEWS FLASH 
May 2015

KPMG Advisory Indonesia

事前取極制度 (“APA”)
財務省規定PMK-240/2014 がOECDのBEP行動計画の一環とし

て相互協議手続(2015年3月の税務情報をご参照) に関して

発令され、2015年1月にはAPAの手続きに関し、財務省規定

PMK-7/2015 (2015年4月12日付発効) が発令されました。

申請者
この規定ではインドネシア管轄当局としての国税総局にAPA

を申請できる当事者は次のようになっています。

 y インドネシアの法人で少なくとも3年間にわたり事業を

行っていること、

 y 恒久的施設 (“ PE”)で過去3年間にわたりインドネシ

アで事業を行っていること、

 y 租税条約締約国の納税者（各締約国の管轄当局を通し

て）であること

申請手続

申請者は国税総
局との最初のミ
ーティングを申
請する

国税総局は条約締
約国が関与してい
る場合MAPを通し
てAPAを協議する

国税総局との最
初のミーティン
グ開催

国税総局と申請
者はAPAの原案
に署名する

国税総局が申請者
に申請書の提出を
要請する

国税総局は決定書
を発行する

申請者はAPAの申
請書を提出する

国税総局は局
内チームを編成 
する

APAに最小限含まれるもの
APAには少なくとも下記のものが含まれることになります。

(i) 関与する関連者

(ii) 取引形態

(iii) 移転価格方法

(iv) 比較可能会社

(v) 有効期間 (通常、最長3課税年度であるが当局間で合意

があれば4課税年度まで可能)

(vi) APAを潜在的に変更し得る重要な要素。例えば、国内法

の改定、不可抗力、著しい影響を与えうる競合者の出

現、国家政策の変更など。

(vii) 移転価格更正の内容

初回ミーティング
申請者は文書により国税総局に対しAPA申請に関して協議す

る初回ミーティングの開催要請を行わなければなりません。 

初回ミーティング要請はAPA申請書が適用される年度の6ヶ

月前に提出されなければなりません。申請書は実際の取引

または申請者の取締役会により承認された計画書に含まれ

た取引に基づくものであることが必要で、現行の移転価格

諸規定に準拠しており、単なる税債務の軽減を目的とする

ものであってはなりません。

申請者は下記のものを含むすべての書類、情報を提出する

旨の書面を提出しなければなりません。

1. APAを申請する理由

2. 事業活動

3. 事業計画

4. 会社組織図で事業構造、株主構成を含むもの

5. 株主およびそれとのあらゆる取引

6. 他の関連者との取引に関する情報と取引の詳細

7. APAで対象とし協議を申請する取引

8. 移転価格方法と作成文書、比較可能分析、機能分析、

選定会社など

9. 会計システム、生産工程、決定プロセス

10. 類似事業活動を行うまたは類似製品を生産する競合者

についての説明および競合者の特徴、市場占有率

この初回ミーティングに続き複数の協議の場が持たれ、国

税総局はAPAの必要性、申請のあったAPAの分野、条約締約

国とAPAを取り交わす可能性、申請者が提出した書類および

分析についての協議等について決定します。



申請書
初回ミーティングで協議し申請のあったAPAについて国税総

局の決定に基づき、APA申請の対象となる会計年度の少なく

とも1ヶ月前に、国税総局は申請者に対し権限を有す取締約

またはその代理人が署名したインドネシア語の申請書の提出

要請を通知します。

この申請書には初回ミーティングで要求された情報および適

用する移転価格方法、独立企業間原則を根拠付ける詳細情

報、正確な想定に基づく分析などが含まれていなくてはな

りません。

申請書の提出はAPAの適用を求める会計年度の開始前の年度

に行う必要があります。もし、この時機を経過しても1年末

満であれば申請書の提出は可能ですが、申請のあったAPA適

用期間の初年度は1年未満となってしまうでしょう。

国税総局とのAPA協議
国税総局は申請者に対し申請書を詳細に協議するチームに

ついて連絡します。この協議には適正な移転価格方法につい

ての分析と評価、正確な想定、二重課税の潜在性などを含み

ます。もし、潜在的な二重課税がある場合には国税総局は条

約締約国当局に対しMAPを提案するか締約国居住納税者によ

るAPA申請を締約国当局を通して受理します。

国税総局と申請者間のAPA協議は申請書が受理されてから1

年以内に終了しなければなりませんが、一定の状況ではさら

に1年を延長することができます。

国税総局の決定
国税総局は国税総局と申請者が署名したAPA原案書に関する

決定書を発行します。その日付はAPAが有効となる日付とな

ります。

APA締結後の義務
申請者はAPAが対象とした各年度末後4ヶ月以内に年次報告書

を提出する義務があります。国税総局はこの報告書を検討し

再考するまたは申請者が不正確な情報を提出したり、報告

書を提出しなかった場合APAを中止することができます。

APAの更新はAPAが対象とする最終年度中に行わなければなり

ませんが、新たに申請する場合と同様の手続きとなります。

APAの活用は申請者に対する税務調査、国税総局による調査

を免除するものではありません。

 y APAは税務リスクを管理する上で効果的なツール

であり、国税総局はすでに複数の国との交渉を行

っていることは前向きに受け取れるものと考えら

れます。

 y MAP (相互協議)と同様、もっとも重要なAPAの問

題はそれに要する時間と費用でしょう。

 y 収集する情報量のことを考え、納税者は申請前に

入念なスケジュールを立てて対応されることをお

勧めします。
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